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市民部 
 

市民課 
 

 戸籍、住民基本台帳、国民年金等の事務については、個人情報の保護と記録の正確性

に努め、電算システムにより管理、運用を行っている。また、届書の受付、諸証明の交付、印

鑑の登録関係、国民年金の届出及び申請等は、各支所と連携し、どの地域の住民にも利用

可能な体制をとっている。さらに、市民課、各支所ともに窓口開設時間の延長や、電話予約

による閉庁日における証明書の本庁交付を実施している。 

また、郵送による証明書等の交付申請は全国に渡り、その取扱は、年間１２，８５２件となり、

毎年増加傾向にある。しかし、これと比例する手数料は減収となっている。 

これは、無料となる公用申請が増加傾向にあり、その要因は景気低迷による税務署等か

らの公用申請が増加しているためと考えられる。 

ワンストップサービスでは、その要となる総合案内係が、来客の用件を担当課に連絡し、

連絡を受けた係が総合案内の窓口に出向いて対応している。また、平成２０年１０月から旅

券（パスポート）コーナーが開設されて一年半が経過し、市民に利用しやすい市役所での手

続きは、ワンストップサービスの一環であり、市民から好評を得ている。（県内、伊賀市・志摩

市２市のみ開設） 

今後も利用者のニーズを的確に把握し、市民の個人情報を確実に保護しながら効率的

で気配りされた市民事務サービスを提供していく。 

 

１．戸籍事務 

（１） 戸籍数    （22 年 3 月末現在）        ３２，６６７戸籍 

（２） 戸籍人口  （22 年 3 月末現在）         ７９，２０４ 人 

（３） 戸籍届出書受付・件数 

事件の種類 

届 出 支所受付分 
合計 

（法務局送付）届出 
他市町村

から送付 
計 （点検） 

出 生 197 234 431 127 558

認 知 3 3 6 3 9

養 子 縁 組 22 25 47 7 54

養 子 離 縁 11 7 18 1 19

婚 姻 201 539 740 29 769

離 婚 79 83 162 31 193

死 亡 501 184 685 235 920

入 籍 74 48 122 27 149

分 籍 4 5 9 0 9

転    籍 110 144 254 36 290

戸 籍 訂 正 74 5 79 0 79

不受理申出 2 5 7 0 7

そ の 他 40 40 80 20 100

計 1,318 1,322 2,640 516 3,156
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（４）戸籍処理件数  

新戸籍編製 
戸籍全部 

消除 
違反通知 戸籍の再製

 その他（管轄局

への許可申請） 
計 

4 3 5  5 8 5  0 0 3  1 , 0 2 3

 

（５）戸籍通知・送付等件数 

住基法９条２項

通知送付 

戸籍届書他市 

町村送付 

本人確認通知 

送付 

通知等による附 

票記載 
計 

2 2 6  4 0 7 2 5 7 3 , 4 4 9  4 , 3 3 9

 

２．住民基本台帳事務 

 （１）住民基本台帳異動届件数と人口動態 

種    類 市民課 支所受付分 計 

転 入 547 242 789 

転 出 721 414 1,135 

出 生 352 0 352 

死 亡 733 0 733 

転 居 600 330 930 

世帯主変更 360 65 425 

世 帯 分 離 112 80 192 

世 帯 合 併 22 9 31 

世帯構成変更 2 4 6 

職 権 消 除 8 0 8 

職 権 修 正 709 0 709 

申 出 修 正 18 7 25 

転 出 取 消 6 6 12 

国 籍 取 得 0 ── 0 

計 4,190 1,157 5,347 

 

（２）住民基本台帳による人口動態 

   ・転入者  1,012 人   ・転出者  1,349 人     337 人の社会減 

   ・出 生    315 人   ・死 亡    737 人      422 人の自然減 

                    ・職権消除   8 人       8 人の人口減 

・住民基本台帳人口、世帯数（22 年 3 月末現在） 

人   口 

男 27,237 人 

女 30,634 人 

計          57,871 人 

世   帯   数 22,676 世帯 
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３．証明書等交付事務                                

種類 
件   数 

金 額（円） 
有 料 無 料（公用） 

戸籍謄抄本 11,955 2,175 5,379,750

除 籍 ・原戸籍謄抄本 7,696 2,892 5,772,000

届出受理・記載事項証明 253 5 90,650

住民票 25,416 2,557 7,624,800

戸籍附票 1,402 2,273 420,600

印鑑証明 21,288 120 6,386,400

身分証明 905 525 271,500

住民基本台帳カード 260 15 130,000

自動車臨時運行許可証交付 781 0 585,750

印鑑登録証再交付 346 0 346,000

船員手帳交付（訂正含む） 32 0 57,840

外国人登録記載事項証明 193 29 57,900

住民基本台帳の閲覧 139 2 41,700

計 70,666 10,593 27,164,890

 

４．その他業務  

 種   類 件数 

電子証明書発行 132 

埋火葬許可証の発行 746 

合併証明書の発行   82 

印鑑登録 1,062 

身上照会回答  410 

既決犯罪通知等処理 142 

成年後見人通知処理 17 

公職選挙法通知 71 

相続税法通知書作成 739 

旅券申請交付 2,115 

計 5,516 

 

５．外国人登録事務  

 

（1）外国人登録人口（22 年 3月末現在） 20 か国    男 109 人  女 268 人  計 377 人 
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（内訳） 

地域名 登録数 地域名 登録数 

中国 114 スペイン 38 

タイ 77 韓国 28 

インドネシア 42 その他 78 

 

（2） 外国人登録事務件数 

新規登録 
引替・引替 

再交付 
変更登録 

転入・転出 

・転居 
出国・死亡等 計 

95 37 332 110 99 673 

 

６．国民年金関係 

（１）第１号被保険者の状況（２２年３月末現在）                          

強    制 任    意 計 

10,700 人 116 人 10,816 人 

 

（２）資格取得届等報告件数 

 
資格取得・

喪失関係 
免除関係

転入・転出

関係 

年金事務所

調査報告

（MO） 

その他 総 計 

市民課 935 1,781 282 3,346 205 6,549

支 所 529 215 101 0 53 898

合 計 1,464 1,996 383 3,346 258 7,447

 

(3)保険料の免除状況内訳（22 年 3 月末現在） ＊任意加入者除く             

被保険者数

＊ 
法定免除 免除申請 学生納付特例 計 免除率 

10,700 人 109 人 1,587 人 300 人 1,996 人 18.7％

 

（４）給付関係届等件数（22 年 3 月末現在） 

老齢 

基礎 

障害 

基礎 

遺族 

基礎 
寡婦 

死亡

一時

金 

小計 
未支給 

請求 

そ の

他 
合計 

114 37 2 １ 18 172 441 643 1,256

 

 
課税課・収税課 
 

個人市民税   調定額 現年分は、１，９３６，３２４，６８４円、滞納分は、３１６，２２１，６５７円 

であった。 

調定額に占める割合は、均等割４．２％、所得割９５．８％で、普通徴収 
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４９．２％、特別徴収４８．７％、年金特徴２．１％であった。 

収納状況は、現年分１，８５７，２９８，０７５円、滞納分４８，１６１，５５７円であ 

った。 

 

法人市民税   調定額 現年分は、２４６，７３０，０００円、滞納分は、２３，０２３，７４２円であ 

った。 

課税した法人数は、１，２４７社で、内訳は１号法人８３８社、２号法人１２社、

３号法人２１３社、４号法人１４社、５号法人５５社、６号法人３社、７号法人６９社、

８号法人２社、９号法人８社、過年度分３３社であった。 

収納状況は、現年分２４０，７６８，４５０円、滞納分２，６４５，６２５円であっ

た。 

 

固定資産税   調定額（純固定資産税）現年分は、３，１８１，４３６，６００円、滞納分は、 

１，２２２，３３４，８０５円であった。 

調定内訳は、土地１，２５０，４３４，６５０円、家屋２，３５６，９３５，３１７円、償

却資産７９６，４０１，４３８円であった。 

調定額に占める割合は、土地２８．４％、家屋５３．５％、償却資産１８．１％で

あった。 

収納状況は、現年分２，９９４，０７０，６２２円、滞納分１５０，４４３，６９２円で

あった。 

国有資産等所在市町村交付金・納付金は調定額、収入額とも６８０，８００

円であった。 

 

軽自動車税   調定額 現年分は、１４０，０１５，６００円、滞納分は、２７，６９８，０９３円であ 

った。 

収納状況は、現年分１３３，０４８，８３２円、滞納分４，０９５，４８９円であった。 

調定内訳は、５０㏄以下 ７，５７５台、５１～９０㏄ ６４５台、９１～１２５㏄ ３１

９台、ミニカー ３８台、小型特殊農耕用２８６台、小型特殊農耕用以外 ８８台、

二輪 ４３３台、被牽引車 ２５台、３輪 ２台、自家用四輪乗用 １２，７３８台、自

家用四輪貨物 ８，８３０台、営業用四輪乗用 ４台、営業用四輪貨物 ５９台、

二輪の小型自動車 ４６３台、計 ３１，５０５台であった。 

 

市たばこ税     調定額、収入額とも３４４，７４７，４１７円であった。 

 

特別土地    調定額は、平成１５年度から課税停止のため現年課税が無く、滞納分は 

保 有 税  １３０，８９７，２９５円であった。 

収納状況は、滞納分の１６，０６１，３６１円であった。 

 

入湯税      調定額 現年分は、１２２，６５３，３５０円、滞納分は、７，１０３，０５０円であっ 

た。 

収納状況は、現年分１２１，９４２，９８１円、滞納分６，９４８，８５０円であった。 

 

市税全体    調定額は、現年分で５，９７１，９０７，６５１円、滞納分１，７２７，２７８，６４２円、

総額は国有資産等交付金６８０，８００円を含む７，６９９，８６７，０９３円となっ

た。 
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現年分の収入額は、５，６９１，８７６，３７７円で調定額に対し、９５．３％の収

納率となり、滞納分の収入額は、２２８，３５６，５７４円で１３．２％の収納率となっ

た。 

また、市税全体の総収入額は、５，９２０，９１３，７５１円で調定額に対して７６．

９％の収納率であった。 

 

不納欠損処分  平成２１年度は、期別件数２，６４３件、税額１６０，５５７，７１２円の不納欠損 

処分を行った。 

内訳は個人市民税５０４件、税額１０，２６６，７１８円、法人市民税１７件、税 

額１，９６８，０７５円、固定資産税１，７８３件、税額５５，４０７，４２５円、軽自動

車税３２５件、税額１，３９３，６００円、特別土地保有税１４件、 

税額９１，５２１，８９４円であった。 

 

広報・広聴    「税制改正」に伴う啓発は、広報、チラシ、市ＨＰ、ケーブルテレビ等を利用 

し随時行った。また、徴収関係では、納期限内納付及び滞納整理などにつ 

いて広報、ケーブルテレビによる周知を行った。 

 

租税教育の推進   

平成２１年１１月２５日 安乗小学校６年生（１クラス）、平成２２年１月２６日、

鵜方小学校６年生（４クラス）を対象に、課税課職員が講師となり租税教室を

開催した。 

 

調 査      市民税については、国税資料、県税資料等を精査し、必要な案件につい

ては、照会、賦課決定した。また、家屋敷課税（二種課税）についても調査、

賦課決定した。 

固定資産税については、現地確認、確認申請資料等をもとに、２０６棟の

家屋調査を実施した。土地については、登記資料、農地転用資料等をもと

に、必要に応じ現地調査し、異動処理を行った。 

入湯税については、平成２１年１０月に抽出で２件の特別徴収義務者に対

して書類調査を実施した。 

徴収関係では、３２，７５４件の財産調査、実態調査等を実施した。 

 

申告相談      ２月１～５日の５日間、阿児ライブラリーにおいて、住宅借入金控除説明会

及び年金受給者に対する確定申告相談会を実施した。又、２月４日から３月

１５日までの２７日間、阿児ライブラリーをメインに市内３０会場において、所

得税、住民税の申告相談計７，４１９件を受け付けた。 

 

納税相談      ７月、９月は、５，４７１人を対象に納税相談を実施し、完納及び一部納付、 

納付誓約書（６４８件）の提出などに努めた。 

 

滞納処分      預金（２９３件）、生命保険（４３件）など債権で４３６件、不動産差押（２７ 

件）及び参加差押（８件）の３５件、その他出資金を含む２３件で総件 

数４９４件の差押を実施した。また、三重地方税管理回収機構へは移管本税 

額２１５，５４６，１９０円の４７件を移管した。 
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インターネット公売 

 ７回の公売（せり売り）に参加し、出展数は３８６件、見積額で７，２９４，４７５

円で主なものは絵画、真珠、陶器が占めており、落札件数は２７５件、滞納税

充当額は５，０５６，９１３円であった。 

 

電話催告    口座不落者や「うっかり忘れ」の方を中心に 2 名のオペレーターによる電話

催告を実施した。市税においては、架電対象者 3,772 人、滞納額３４４，８６１

千円に対し、９２．７％にあたる３，４９６名から３０１，７７５千円の納付が得られ

た。そのうち電話催告による納付者は約５６．２％にあたる２，１２１人から１９６，

６５４千円の納付結果が得られました。 

          また、納付書の再発行件数が１，３２０件、口座振替申込書１４件をそれぞれ

送付対応した。 

 

平成２１年度市税等徴収状況                               （単位：円） 

税   目 区  分 調定額 収入額 収納率(％)

 

個 人 市 民 税

  

現 年 分 1,936,324,684 1,857,298,075 95.9 

滞 納 分 316,221,657 48,161,557 15.2 

計 2,252,546,341 1,905,459,632 84.6 

 

法 人 市 民 税

  

現 年 分 246,730,000 240,768,450 97.6 

滞 納 分 23,023,742 2,645,625 11.5 

計 269,753,742 243,414,075 90.2 

  

固 定 資 産 税

  

現 年 分 3,181,436,600 2,994,070,622 94.1 

滞 納 分 1,222,334,805 150,443,692 12.3 

計 4,403,771,405 3,144,514,314 71.4 

国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金
現 年 分 680,800 680,800 100.0 

計 680,800 680,800 100.0 

 

軽 自 動 車 税

  

現 年 分 140,015,600 133,048,832 95.0 

滞 納 分 27,698,093 4,095,489 14.8 

計 167,713,693 137,144,321 81.8 

市 た ば こ 税
現 年 分 344,747,417 344,747,417 100.0 

計 344,747,417 344,747,417 100.0 

特 別 土 地 保 有 税
滞 納 分 130,897,295 16,061,361 12.3 

計 130,897,295 16,061,361 12.3 

 

入 湯 税

  

現 年 分 122,653,350 121,942,981 99.4 

滞 納 分 7,103,050 6,948,850 97.8 

計 129,756,400 128,891,831 99.3 

合 計

現 年 分 5,971,907,651 5,691,876,377 95.3 

滞 納 分 1,727,278,642 228,356,574 13.2 

交 付 金 680,800 680,800 100.0 

計 7,699,867,093 5,920,913,751 76.9 
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保険課 
 

○福祉医療費 
   全公費において、平成２０年９月から入院時の食事療養に係る標準負担額助成が廃止
となった。 
 
１．心身障害者医療費の助成 

心身障害者の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、
心身障害者の保健と福祉の向上に努めた。 
 

・補助対象分（一般分） 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

726 
円

 77,939,183 
円

 － 
    円 
2,649,200 

    円
80,588,383

20年度 
支出額 

721 68,043,880  1,513,910 2,383,200 71,940,990

   
（６５歳以上分） 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 支払額 

支出額 
人 

     957 
 円

71,543,279
円

－   
円

71,543,279 
20年度 
支出額 

     940 68,116,027 807,600 68,923,627 

 
２．一人親家庭等医療費の助成 

一人親家庭等の父・母及び児童の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を
助成することにより、一人親家庭等の保健と福祉の向上に努めた。 

 
・補助対象分 
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人

1,761 
円

35,317,256
円

－   
    円 
3,139,600 

    円
38,456,856

20年度
支出額 

   1,751 34,542,811 70,980 3,033,200 37,646,991

 
３．乳幼児医療費の助成 

乳幼児の疾病・負傷に対して、医療費の自己負担額を助成することにより、乳幼
児の保健と福祉の向上に努めた。 

 
・補助対象分  
  年度末受給 

対象者数 
自己負担 
助成額 

標準負担 
助成額 証明書料 支払額 

支出額 
人 

2,213 
円

52,263,807
円

-    
    円 
6,577,800 

円
58,841,607

20年度
支出額 

2,286 47,290,212 780 5,486,300 52,777,292

 


